
【ご参考】

株式会社セブン＆アイ・ホールディングス　

IR部シニアオフィサー　小貫　勝久　　 TEL (03) 6238-3000

決算取締役会開催日 平成19年4月12日

１．平成１９年２月期の業績　 （平成18年3月１日 ～ 平成19年2月28日）

百万円 ％ 百万円

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

(注) 

③営業収益、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（３）キャッシュ・フローの状況

百万円

（注）決算短信（非連結）のキャッシュ・フローは、当期より作成しておりますので前期実績は記載しておりません。

18,686△ 2,082

9.5

1株当たり
当期純利益

87

2,10181.4

％

4.2

-

19年 2月期 11,184 △ 7,084

無

104,192

総  資  産

（２）財政状態

①期末発行済株式数 50,634,535株 18年2月期

130,801

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円

財務活動による
キャッシュ・フロー

2,05882.1

106,414

   49,001株

百万円

②会計処理の方法の変更

　　　313,935 ［304,855］ 

2.6

△ 33.9

当 期 純 利 益

　　　297,445 ［289,393］ 

代表取締役社長　　大髙　善興

問合せ先責任者

（１）経営成績

営業収益 [売上高]

％

平成19年4月12日

営  業  利  益

（金額は百万円未満切捨）

経  常  利  益

平成１９年 ２月期     決算短信（非連結）

会 社 名

％

株式会社 ヨークベニマル

代 表 者

126,977

(注) 19年2月期

百万円

6,716

4,44119年 2月期

18年 2月期

19年 2月期

純　資　産

77

△5.1

自己資本
当期純利益率

1株当たり純資産

6.5 4.1132 42

自 己 資 本 比 率

18年 2月期

19年 2月期 10,306

    3.3 ［3.1］ 11,412

    5.5 ［5.3］

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

△9.7

63

△ 5.5

0.7

11,261

売上高
経常利益率

総資産
経常利益率

11,921

②期末自己株式数     19年2月期 -株

18年 2月期

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

①期中平均株式数 19年2月期 50,607,649株 50,283,132株18年2月期

-

18年2月期

8.7 3.7

-

-

円    銭

60

50,585,534株

百万円
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貸借対照表
(単位:百万円)

期   別

　科   目 構成比 構成比

％ ％ 

Ⅰ 流動資産

18,686 16,669 

664 505 

2,601 －

6,902 6,407 

5 24 

695 961 

525 1,258 

1,795 1,162 

6,000 6,000 

4,303 3,430 

59 65 

956 1,043 

43,197 33.0 37,528 29.6 5,669 

Ⅱ 固定資産

23,749 21,389 

4,620 4,317 

－ 0 

1,710 1,837 

24,278 24,101 

4,405 5,438 

58,764 44.9 57,083 44.9 1,680 

831 574 

35 29 

866 0.7 603 0.5 262 

4,510 4,771 

2,146 6,036 

1 1 

256 256 

223 274 

2,749 2,644 

59 902 

814 －

16,853 16,815 

963 665 

△606 △606 

27,972 21.4 31,762 25.0 △3,789 

87,604 67.0 89,449 70.4 △1,845 

130,801 100.0 126,977 100.0 3,823 

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

親 会 社 株 式

増減額
（△は減）

金　　額

（資産の部）

未 収 入 金

前     期

（平成19年２月28日現在） （平成18年２月28日現在）

当     期

金　　額 金   額

そ の 他

有形固定資産

建 物

流動資産合計

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

短 期 貸 付 金

立 替 金

短 期 預 け 金

構 築 物

車 輌 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

無形固定資産合計

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 出 資 金

固定資産合計

資産合計

長 期 差 入 保 証 金

建 設 協 力 立 替 金

貸 倒 引 当 金

投資その他の資産合計

前 払 年 金 費 用
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（単位：百万円）

############### ###############

構成比 構成比

 (負債の部) ％ ％ 

Ⅰ 流動負債

12,933 11,781

2,540 3,821

2,388 2,007

2,113 1,882

409 313

153 92

1,193 1,125

42 －

21,772 16.6 21,022 16.5 750

Ⅱ 固定負債

519 461

2,094 1,301

2,613 2.0 1,763 1.4 850

24,386 18.6 22,785 17.9 1,601

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

9,927 －

12,605 －

0 －

12,605 －

2,186 －

任 意 積 立 金 69,476 －

繰 越 利 益剰 余金 10,711 －

82,373 －

104,906 80.2 － 　　　　－ －

Ⅱ 評価・換算差額等

1,508 －

1,508 1.2 － 　　　　－ －

106,414 81.4 － 　　　　－ －

130,801 100.0 － 　　　　－ －

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

前 受 収 益

当     期 前     期

買 掛 金

増減額
（△は減）

株主資本合計

利益剰余金

利 益 準 備 金

負債合計

そ の 他

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

純資産合計

資本剰余金

資   本   金

資 本 準 備 金

資本剰余金合計

その他有価証券評価差額金

評価・換算差額等合計

流動負債合計

金　　　額

利益剰余金合計

そ の 他 利 益 剰 余 金

金　　　額 金　　　額

そ の 他 資 本 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当金

固定負債合計

負債及び純資産合計

(平成19年2月28日現在) (平成18年2月28日現在)
科　目

期　別
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（単位：百万円）

############### ###############

構成比 構成比

（資本の部）

Ⅰ 資本金 － 　　　　－ 9,927 7.8 －

Ⅱ 資本剰余金

－ 12,445

－ －

－ 　　　　－ 12,445 9.8 －

Ⅲ 利益剰余金

－ 2,186

－ 67,505

－ 10,371

－ 　　　　－ 80,062 63.1 －

Ⅳ  その他有価証券評価差額金 － 　　　　－ 1,905 1.5 －

Ⅴ  自己株式 － 　　　　－ △ 148 △ 0.1 －

－ 　　　　－ 104,192 82.1 －

－ 　　　　－ 126,977 100.0 －

利 益 準 備 金

資本剰余金合計

金　　　額

増減額
（△は減）

負債・資本合計

当     期

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

利益剰余金合計

資本合計

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

前     期

金　　　額 金　　　額

(平成19年2月28日現在) (平成18年2月28日現在)
科　目

期　別

(平成19年2月28日現在) (平成18年2月28日現在)
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損益計算書
(単位: 百万円)

期   別

 科     目 百分比 百分比

％ ％ ％

[ 313,935] [ 297,445] 16,490 105.5 

Ⅰ 304,855 100.0 289,393 100.0 15,461 105.3 

Ⅱ 231,718 76.0 220,542 76.2 11,175 105.1 

73,136 24.0 68,851 23.8 4,285 106.2 

Ⅲ 9,080 3.0 8,051 2.8 1,029 112.8 

6,994 6,518 

2,086 1,533 

82,217 27.0 76,902 26.6 5,314 106.9 

Ⅳ 71,910 23.6 65,489 22.6 6,420 109.8 

従 業 員 給 料 賞 与 28,463 26,055 

賞与引当金繰入額 1,193 1,125 

地 代 家 賃 6,871 5,903 

店 舗 管 理 修 繕 費 3,866 3,883 

減 価 償 却 費 4,673 3,884 

水 道 光 熱 費 4,449 3,983 

配 送 費 5,310 4,153 

そ の 他 17,082 16,501 

10,306 3.4 11,412 3.9 △1,106 90.3 

Ⅴ 996 0.3 611 0.2 385 163.0 

127 94 

758 418 

110 98 

Ⅵ 42 0.0 103 0.0 △60 41.0 

－ 59 

42 43 

11,261 3.7 11,921 4.1 △659 94.5 

Ⅶ 743 0.3 20 0.0 723 3607.7 

644 20 

99 0 

0 －

Ⅷ 1,212 0.4 834 0.3 378 145.4 

19 86 

84 125 

803 －

294 －

1 545 

9 76 

10,792 3.6 11,107 3.8 △315 97.2 

4,467 1.5 4,411 1.5 55 101.3 

1,883 0.6 △19 △0.0 1,903 －

4,441 1.5 6,716 2.3 △2,274 66.1 

－ 7,773 

－ 978 

－ 3,139 

－ 10,371 

法人税､住民税及び事業税

特 別 損 失

そ の 他

固 定 資 産 売 却 損

シ ス テ ム 統 合 費 用

固 定 資 産 廃 棄 損

[ 営 業 収 益 ]

　(自 平成18年3月１日 

売 上 総 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

営 業 外 収 益

受 取 手 数 料 収 入

不 動 産 賃 貸 収 入

受取利息及び有価証券利息

販売費及び一般管理費

売 上 高

売 上 原 価

営 業 収 入

営 業 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投資有価証券売却益

そ の 他

貸 倒 損 失

そ の 他

特 別 利 益

受 取 配 当 金

金　　額

前     期

金　　額

当 期 未 処 分 利 益

中 間 配 当 額

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

自 己 株 式 処 分 差 損

営 業 総 利 益

親 会 社 株 式 売 却 益

減 損 損 失

過 年 度 給 与

前期比
　 至 平成19年2月28日) 

　(自 平成17年3月１日 
　 至 平成18年2月28日) 

増減額
（△は減）

金　　額

当    期
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株主資本等変動計算書

当期（自　平成18年3月1日　至　平成19年2月28日） （単位：百万円）

株主資本

資本剰余金

 平成18年２月28日残高

 当期中の変動額

剰余金の配当

役員賞与

固定資産圧縮積立金の取崩

別途積立金の積立

当期純利益

合併による増加

自己株式の取得

自己株式の処分

株式交換による振替

 当期中の変動額合計

 平成19年２月28日残高

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金

 平成18年２月28日残高

 当期中の変動額

剰余金の配当

役員賞与

固定資産圧縮積立金の取崩

別途積立金の積立

当期純利益

合併による増加

自己株式の取得

自己株式の処分

株式交換による振替

 当期中の変動額合計

 平成19年２月28日残高

評価・換算差額等

 平成18年２月28日残高

 当期中の変動額

剰余金の配当

役員賞与

固定資産圧縮積立金の取崩

別途積立金の積立

当期純利益

合併による増加

自己株式の取得

自己株式の処分

株式交換による振替

 当期中の変動額合計

 平成19年２月28日残高

△ 397 △ 397 △ 397

160

0

△ 9

△ 57

4,441

－

－

△ 2,073

1,905 1,905 104,192

－ △ 29

0

158 158

160

4,441 4,441 4,441

△ 2,073

△ 57 △ 57△ 57

0 12,605

－

2,222

1,508 1,508 106,414

△ 397 △ 397

2,186 309 69,167 10,711

160 0 160

9,927 12,605

0 0

160 160

2,000 339 2,310 148

9,927

2,186 338 67,167 10,371

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合
計

純資産合計

80,062 △ 148 102,287

自己株式
株主資本
合計

資本金
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

12,445 － 12,445

29 －

別途積立金
繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計

△ 2,073 △ 2,073

－

2,000 △ 2,000 － －

利益準備金 固定資産
圧縮積立金

△ 29

158

△ 9 △ 9

2,619

82,373 － 104,906

0
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利益処分計算書
(単位:百万円)

期   別

　摘    要

当 期 未 処 分 利 益 10,371

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 15

計 10,386

これを次のとおり処分いたします｡

利 益 配 当 金 1,062

　 (1株につき21円00銭)

役 員 賞 与 金 57

( う ち 監 査 役 賞 与 金 ) ( 6 ）

別 途 積 立 金 2,000

次 期 繰 越 利 益 7,266

(注) 1．平成17年11月15日に978百万円(1株につき20円00銭)の中間配当を実施いたしました｡ 

     2. 固定資産圧縮積立金の取崩額は、租税特別措置法の規定に基づくものであります。

     3. 記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てております｡

前　　期

金     額

至 平成18年２月28日
自 平成17年３月１日

- 7 -



キャッシュ・フロー計算書
(単位:百万円)

期    別

　科    目

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 10,792 

減価償却費 4,673 

減損損失 803 

賞与引当金の増加額 68 

役員賞与引当金の増加額 42 

前払年金費用の増加額 △814 

受取利息及び受取配当金 △886 

投資有価証券売却益 △99 

固定資産売却益 △644 

固定資産売却損 19 

固定資産除却損 84 

売上債権の増加額 △152 

たな卸資産の増加額 △356 

仕入債務の増加額 1,151 

役員賞与の支払額 △57 

その他 △193 

小          計 14,430 

利息及び配当金の受取額 825 

法人税等の支払額 △4,071 

11,184 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △8,954 

有形固定資産の売却による収入 2,196 

無形固定資産の取得による支出 △528 

投資有価証券の売却による収入 312 
合併による収入 212 
貸付による支出 △3,406 

貸付金の回収による収入 2,615 

差入保証金の返還による収入 1,829 

建設協力立替金の差入による支出 △1,018 

その他 △342 

△7,084 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出 △9 

配当金の支払額 △2,073 

その他 0 

△2,082 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 －

Ⅴ現金及び現金同等物の増加額 2,017 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 16,669 

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 18,686 

投資活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

当　期

金　　  　額

自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日
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＜重要な会計方針＞
１．資産の評価基準及び評価方法
  有価証券の評価基準及び評価方法
  (１)子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法
  (２)その他有価証券
     時価のあるもの ………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

     時価のないもの ………………… 移動平均法による原価法

  たな卸資産の評価基準及び評価方法
   　商　品 …………………………… 生鮮食品は最終仕入原価法

店舗在庫商品（除く生鮮食品）は売価還元低価法
センター在庫商品（除く生鮮食品）は先入先出法による
原価法

   　貯蔵品 …………………………… 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法
  有形固定資産 ………………………… 定率法
  無形固定資産 ………………………… 定額法

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準
  貸倒引当金　 …………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権は個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

  賞与引当金 …………………………… 従業員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額基
準による算出額を計上しております。

  役員賞与引当金 ……………………… 役員賞与の支出に備えるため、当期末における年間支給
見込額に基づき、当期において負担すべき額を計上して
おります。

  退職給付引当金 ……………………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給
付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
なお、過去勤務債務については、その発生時の従業員の
平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法
により処理しております。また、数理計算上の差異につ
いては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により翌期から処理す
ることとしております。

  役員退職慰労引当金 ………………… 役員の退職慰労引当金に備えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
  いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
  キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出可能な預金及び
  容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償
  還期限の到来する短期的な投資からなっております。

６．消費税等の会計処理方法
  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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＜会計方針の変更＞
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）
  当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月
  ９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針
  第８号　平成17年12月９日）を適用しております。
  従来の資本の部の合計に相当する金額は106,414百万円であります。
  なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の純資産の部については、改正後の財
  務諸表等規則により作成しております。

（役員賞与に関する会計基準）
  当期より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。
  この結果、従来の方法に比べ、営業利益、経常利益、税引前当期純利益がそれぞれ42百万円減少して
　おります。
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注記事項
〔貸借対照表関係〕

１．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額
51,988 百万円 48,004 百万円

２．関係会社に係る注記 ２．関係会社に係る注記
　関係会社に係る債権及び債務は次のとおりであります。 　関係会社に対する負債
短期貸付金 1,700 百万円 買掛金 1,280 百万円
未収入金 1,425 百万円
買掛金 728 百万円

３．保証債務 4 百万円 ３．保証債務 11 百万円

４． ４．授権株式数（普通株式）
株

５． ５．商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額
1,905 百万円

〔損益計算書関係〕

１．売上高の中には、売上仕入（いわゆる消化仕入）契約 １．売上高の中には、売上仕入（いわゆる消化仕入）契約
　　に基づくテナントの売上に係るものが次のとおり含まれ 　　に基づくテナントの売上に係るものが次のとおり含まれ
　　ております。 　　ております。
売上高 50,728 百万円 売上高 49,734 百万円
売上原価 45,926 百万円 売上原価 45,151 百万円
売上総利益 4,802 百万円 売上総利益 4,582 百万円

２．当期商品仕入高には、関係会社からの仕入高が次の ２．当期商品仕入高には、関係会社からの仕入高が次の
　　とおり含まれております。 　　とおり含まれております。
関係会社からの仕入高 33,934 百万円 関係会社からの仕入高 38,287 百万円

３．売上原価には、商品期末たな卸高に係わる売価還元 ３．売上原価には、商品期末たな卸高に係わる売価還元
　　低価法と売価還元原価法による差額が次のとおり含ま 　　低価法と売価還元原価法による差額が次のとおり含ま
　　れております。 　　れております。

1,464 百万円 1,313 百万円

４．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 ４．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。
土地 644 百万円 土地 20 百万円

５．固定資産売却損の内訳は次のとおりです。 ５．固定資産売却損の内訳は次のとおりです。
土地 19 百万円 土地 18 百万円

建物 53 百万円
構築物 10 百万円
器具備品他 4 百万円

86 百万円

６．固定資産廃棄損（店舗閉鎖及び改装等によるもの）の ６．固定資産廃棄損（店舗閉鎖及び改装等によるもの）の
　　内訳は次のとおりです。 　　内訳は次のとおりです。
建物 29 百万円 建物 68 百万円
構築物 0 百万円 構築物 2 百万円
器具備品他 54 百万円 器具備品他 54 百万円

84 百万円 125 百万円

７．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれてお ７．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれてお
　　ります。 　　ります。
関係会社からの受取利息 3 百万円 関係会社からの受取利息 0 百万円
関係会社からの受取配当金 754 百万円 関係会社からの受取配当金 413 百万円

関係会社への
　固定資産売却に伴う損失 70 百万円

前期
自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日

自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日

当期

100,000,000

当期
平成19年２月28日現在

前期
平成18年２月28日現在
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８．減損損失の内訳は次のとおりです。
当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上
しております。

　当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として
主として店舗を基本単位としてグルーピングしております。
　当期において、スクラップ＆ビルド計画に基づき退店の
意思決定をした店舗に係る固定資産の帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（803百万
円）として計上しております。
　減損損失の内訳は、建物541百万円、構築物50百万円
器具備品20百万円、土地190百万円であります。
　当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額に
より測定しており、建物・構築物・器具備品については
零として評価しており、土地については市場価格を反映
していると考えられる不動産鑑定士による鑑定結果等の
評価額を基に算出し評価しております。

前期
自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日

自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日

当期

用途 場所 種類

宮城県
（１店舗）
福島県
（２店舗）
山形県
（１店舗）

126 百万円

百万円

金額

351 百万円

325

店舗用
資産

店舗用
資産

店舗用
資産

建物、構築物及び器
具備品

土地、建物、構築物
及び器具備品

土地、建物、構築物
及び器具備品
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〔株主資本等変動計算書関係〕

当期（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式
　普通株式
自己株式
　普通株式（注）
（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取請求によるものです。
　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少は、単元未満株式の買増し請求によるもの（54株）及び
　　　　　株式交換によるもの（51,605株）です。

２．配当に関する事項
（１）配当金支払額

平成18年５月19日
定時株主総会
平成18年10月12日
取締役会

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

平成19年５月17日
定時株主総会

〔キャッシュ・フロー計算書関係〕

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
　　されている科目の金額との関係

（平成19年２月28日現在）

現金及び預金勘定 百万円
現金及び現金同等物 百万円18,686

当期
自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日

18,686

平成19年２月28日 平成19年５月18日普通株式 645,083,976 利益剰余金 12.74

平成18年５月22日

平成18年11月15日

決議 株式の種類
配当の総額
（円）

配当の原資
１株当たり
配当金（円）

基準日 効力発生日

効力発生日決議

普通株式

普通株式

1,062,296,214

1,011,658,600

21.00

20.00

平成18年２月28日

平成18年８月31日

株式の種類
配当金の総額
（円）

１株当たり
配当金（円）

基準日

50,634,535

49,001

－

2,658

－

51,659

50,634,535

－

当期減少
株式数（株）

当期末
株式数（株）

前期末
株式数（株）

当期増加
株式数（株）
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リース取引関係

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
 （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

当        期 前        期

（器 具 備 品) （器 具 備 品)

7,773 百万円 6,880 百万円
3,329 百万円 3,478 百万円
4,444 百万円 3,401 百万円

 （２）未経過リース料期末残高相当額 当        期 前        期
1,489 百万円 1,263 百万円
2,955 百万円 2,138 百万円
4,444 百万円 3,401 百万円

 （注）なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残
       高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定
       しております。

 （３）支払リース料および減価償却費相当額 当        期 前        期
1,736 百万円 1,426 百万円
1,736 百万円 1,426 百万円

 （４）減価償却費相当額の算定方法
       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引 当        期 前        期
未経過リース料

313 百万円 313 百万円
3,999 百万円 4,313 百万円
4,313 百万円 4,627 百万円

期 末 残 高 相 当 額

取 得 価 額 相 当 額
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額

１ 年 内

合 計

支 払 リ ー ス 料
減 価 償 却 費 相 当 額

１ 年 超
合 計

１ 年 内
１ 年 超
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関連当事者との取引
当期（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日)

１．役員及び個人主要株主等
（単位：百万円）

取 引 期 末

金 額 残 高

役員 大髙善興 － － 当社代表取 （被所有） － 3 － － 

締役 [間接 0.2%]

役員及びそ 大髙喬樹 － － 当社代表取 （被所有） － 3 － － 

の近親者 締役大髙善 [間接 0.0%]

興の近親者

郡山観光 福島県 20 運 輸 業当社代表取締 なし 24 未 払 金 1

交通㈱ 郡山市 締役大髙善興

の 近 親 者 が

57.0% を 直接

所有

㈱小山 栃木県 10 賃 貸 借当社常勤監査 なし 57 － － 

ゆうえんち 小山市 管 理 業役大髙勤の近

親者が 100.0 　　施設の敷金 － 長期預り金 14

%を直接所有

43 未払金 3

 取引条件及び取引条件の決定方針等

　①郡山観光交通(株)との取引は、一般の利用者と同様の条件によっております。

　②(株)小山ゆうえんちとの取引は、一般の取引条件と同様の条件によっております。

　（注）上記金額のうち､取引金額には消費税等を含まず､残高には消費税等を含みます｡

２．子会社等
（単位：百万円）

取 引 期 末

金 額 残 高

子会社 ㈱ライフ 福島県 120 食品の製造 (所有) 兼任 33,934 買掛金 728

フーズ 郡山市 及 び 販 売 直接100.0% ４名

子会社 ㈱スーパー 茨城県 80 ス ー パ ー (所有) 兼任 850 短期貸付金 1,700

カドヤ 小美玉市 マーケット 直接100.0% ４名 （純額）

－ 未収入金 1,210

 取引条件及び取引条件の決定方針等

　①(株)ライフフーズとの取引は、一般の取引条件と同様の条件によっております。

  ②(株)スーパーカドヤとの取引条件は、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。
　（注）上記金額のうち､取引金額には消費税等を含まず､残高には消費税等を含みます｡

３．兄弟会社等
（単位：百万円）

取 引 期 末

金 額 残 高

親会社の ㈱ｾﾌﾞﾝ＆ｱｲ・ 東京都 10 グ ル ー プ － 兼任 － 短期預け金 6,000

子会社 ﾌｨﾅﾝｼｬﾙ 千代田区 資金の運用 １名 （純額）

ｾﾝﾀｰ

親会社の ㈱ｾﾌﾞﾝ銀行 東京都 61,000 銀 行 業 （所有） 兼任 1 預   金 2,002

子会社 千代田区 直接 4.5% １名 （純額）

[間接 7.1%]

 取引条件及び取引条件の決定方針等

  ①(株)セブン＆アイ・フィナンシャルセンターとの取引条件は、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

　②(株)セブン銀行との取引は、一般の利用者と同様の条件によっております。

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等

資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

属 性
会社等
の名称

住 所

科 目属 性

テナント契約

商品仕入及び 商品の仕入

資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

関  係  内  容
会社等
の名称

住 所
議決権等の
所有(被所有)
割合 役員の

兼務等
事業上の関係

－ 株式の売却

－ 株式の売却

取引の内容

議決権等の
所有(被所有)
割合

関  係  内  容

取引の内容
役員の
兼務等

事業上の関係

ﾀｸｼｰ及び運転代行 運賃の支払

科 目

業務提携 資金の貸付

属 性

経費等の立替

資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

関  係  内  容
会社等
の名称

住 所

温泉施設の賃貸 施設の賃貸収入

業務委託 業務委託料の支払

資金の預金

事業上の関係

資金の預託 資金の預託

資金の預金

議決権等の
所有(被所有)
割合

取引の内容 科 目
役員の
兼務等
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税効果会計関係

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な
　　原因別の内訳 　　原因別の内訳
 （繰延税金資産） （単位：百万円）  （繰延税金資産） （単位：百万円）

202 159
474 447
289 250
206 183
582 522
1,325 1,286
85 85
388 396
241 241
319 190
151 3,764
4,268  （繰延税金負債）
△ 2,157 130
2,110 213

 （繰延税金負債） 1,259
323 1,603

204 2,160
997
1,525

585

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
　　負担率との間に重要な差異があるときの当該差異 　　負担率との間に重要な差異があるときの当該差異
　　の原因となった主な項目別の内訳 　　の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 39.8 % 法定実効税率 39.8 %
（調整） （調整）

2.0 % 1.8 %
△ 2.7 % △ 1.5 %
20.0 % △ 0.6 %
△ 0.2 % 39.5 %
58.8 %

持分法損益等

関連会社に対する投資の金額 256 百万円
持分法を適用した場合の投資の金額 190 百万円
持分法を適用した場合の投資利益の金額 △ 45 百万円

税効果適用後の法人税等の負担
そ の 他
受 取 配 当 金

評 価 性 引 当 額
そ の 他

未 払 事 業 税

当期 前期
平成19年２月28日現在 平成18年２月28日現在

賞 与 引 当 金
減 価 償 却 費
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
棚 卸 資 産 評 価 損 （ 低 価 法 ）
借 地 権 償 却
固 定 資 産 廃 棄 損
開 発 中 止 損 失
貸 倒 損 失
そ の 他
繰 延 税 金 資 産 合 計

前 払 年 金 費 用

住 民 税 均 等 割 等

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金
有 価 証 券 評 価 差 額 金
繰 延 税 金 負 債 合 計

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

固 定 資 産 廃 棄 損
開 発 中 止 損 失
貸 倒 損 失

未 払 事 業 税
賞 与 引 当 金
減 価 償 却 費
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
棚 卸 資 産 評 価 損 （ 低 価 法 ）
借 地 権 償 却

減 損 損 失
そ の 他
繰 延 税 金 資 産 小 計
評 価 性 引 当 額
繰 延 税 金 資 産 合 計

前 払 年 金 費 用

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金
有 価 証 券 評 価 差 額 金
繰 延 税 金 負 債 合 計

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

住 民 税 均 等 割 等
受 取 配 当 金

当期
自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日

税効果適用後の法人税等の負担率
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有価証券関係
当期（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日)

１．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

２．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

    株          式 633 3,138 2,505

633 3,138 2,505

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

    株          式 － － －

－ － －

633 3,138 2,505

３．その他有価証券の売却
（単位：百万円）

４．時価評価されていない主な有価証券
（単位：百万円）

その他有価証券

  　非 上 場 株 式 3,973

3,973

前期（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

デリバティブ取引関係
当期     （平成19年２月28日現在）     該当事項はありません。

前期     （平成18年２月28日現在）     該当事項はありません。

小     計

合     計

貸 借 対 照 表
計 上 額

差     額区分

小     計

取 得 原 価

種     類

計

売却益の合計額

貸借対照表計上額

売却損の合計額

－99312

売却額
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退職給付関係
当期（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、セブン＆アイ・ホールディングスグループとの連合設立による

企業年金基金制度を採用しております。

２．退職給付債務に関する事項

① △ 12,838 百万円

② 14,025 百万円

③ △ 82 百万円

④ △ 290 百万円

⑤ 814 百万円

３．退職給付費用に関する事項

① (※注) 628 百万円

② 308 百万円

③ △ 462 百万円

④ △ 116 百万円

⑤ 26 百万円

⑥ 385 百万円

（注）企業年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 2.5 ％

② 3.5 ％

③ ポイント基準

④ 5 年

⑤ 10 年

退 職 給 付 債 務

年 金 資 産

未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異

未 認 識 過 去 勤 務 債 務

前 払 年 金 費 用

利 息 費 用

期 待 運 用 収 益

勤 務 費 用

退職給付見込額の期間配分方法

過 去 勤 務 債 務 の 処 理 年 数

数理計算上の差異の処理年数

過去勤務債務の費用処理額

数理計算上の差異の費用処理額

割 引 率

期 待 運 用 収 益 率

退 職 給 付 費 用
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